
 

自治体情報システムの標準化・共通化について 

  

「自治体情報システムの標準化と共通化」は「地方公共団体情報システムの標準化に関

する法律」に基づき、令和７年度までに全ての自治体が統一的な基準に適合したシステムに

移行することとされておりますが、移行期限が短すぎることや国の財政措置が不十分であるこ

とから、全国的に混乱が生じております。また、本市においては主要な基幹システムである

「税関連および住民基本台帳関連システム」において、既存システムベンダがシステムの提

供から撤退することとなり、混乱に拍車がかかっている状況です。 

※対象情報システム：住民基本台帳や税、介護、年金、児童手当等、２０業務 

 

１．国が掲げる自治体システムの標準化・共通化の目的について 

●自治体運営の効率化 

●システム開発・運用コストの削減 

●住民利便性の向上 

 

２．システム移行経費に対する国の財政措置について 

移行に関する経費は「デジタル基盤改革支援補助金」により国から財政措置されている

が、補助基準額を大幅に超過する自治体が相当数見込まれている。 

※本市は補助上限 9,400 万円に対し移行経費概算 5 億円以上 

※R5.11.7 国の補助金積み増しの方針（総額 1825 億円→総額 7387 億円） 

 

３．移行期限について 

国は令和 7 年度中と定めているが、標準システムの開発や自治体の移行作業に関わる

システムベンダの人的リソースが大きく不足しており、移行時期の遅延やシステム提供から

撤退するベンダが発生している。 

※R5.9 国の方針見直し（既存ベンダ撤退についてはデジタル庁が実状をヒアリングし移行期限を別に定める） 

 

４．本市の状況と今後の対応について 

①移 行 経 費 ：積み増し後であっても不足が見込まれるため国への要望と経費の精査を行う 

②既存ベンダ撤退：代替ベンダの模索 

③移 行 期 限 ：RFI の結果令和 7 年度中は不可能、令和 8 年度中の移行を国に申請 

※RFI（情報提供依頼）：事前情報収集のために業者に情報提供を依頼すること 
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